
坂戸市告示第６６号 

坂戸市提案型協働事業補助金交付要綱を次のように定める。 

平成２６年３月２５日 

                  坂戸市長 石 川  清 

坂戸市提案型協働事業補助金交付要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、市との協働により地域の活性化又は課題の解決を図る

事業を行う市民活動団体に対し補助金を交付することにより、市内におけ

る市民活動を支援し、市民が主役となる自立性の高いまちづくりを推進す

ることを目的とする。 

（補助対象者） 

第２条 補助金の交付の対象者は、市内において公益的な活動を行う市民活

動団体で、次に掲げる要件のいずれにも該当するもの又は市長が特別に認

めるもの（次条において「補助対象団体」という。）とする。 

(1) ５人以上の会員で組織し、その過半数が市内に在住し、又は在勤して

いること。 

(2) 組織の運営に関する規約等が定められていること。 

(3) 適正な会計処理が行われていること。 

（補助対象事業） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）

は、市長が別に定めるところにより、市と補助対象団体との協働によって

地域の活性化又は課題の解決を図るために新たに取り組む事業又は既存の

事業を拡充して行う事業で、補助対象団体が主体的かつ自発的に行う事業

として市に提案し、その実施について市長が必要であると認めるものとす

る。ただし、次の各号のいずれかに該当する事業は、対象としない。  

(1) 市の他の補助を受けている事業 

(2) 団体の運営を目的とする事業 

(3) 営利を目的とする事業 

(4) その他補助することが適当でないと市長が認める事業 

（補助金の額等） 

第４条 補助金の額は、補助対象事業に要する費用の額（その額に１，００

０円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）とし、１０万円を限

度とする。 



２ 補助金の交付は、１団体につき年度内１回限りとし、同一の事業を継続

して複数年行う場合の交付期間は、３年を限度とする。 

（補助金の交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者は、坂戸市提案型協働事業補助金

交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添付して、市長に提出しな

ければならない。 

(1) 会員名簿 

(2) 規約等 

(3) 事業計画書 

(4) 収支予算書 

(5) その他市長が必要と認める書類 

（補助金の交付決定） 

第６条 市長は、前条の規定による申請書の提出があったときは、その内容

を審査し、補助金の交付の可否を決定し、坂戸市提案型協働事業補助金交

付・不交付決定通知書（様式第２号）により、当該申請者に通知するもの

とする。 

（事業の変更又は中止） 

第７条 前条の規定により補助金の交付決定を受けた者（以下「交付決定者」

という。）は、補助金の交付申請の内容を変更しようとするときは、坂戸

市提案型協働事業変更承認申請書（様式第３号）に変更内容が分かる書類

を添付して市長に提出し、その承認を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による変更承認申請書の提出があったときは、その

内容を審査し、承認の可否を決定し、坂戸市提案型協働事業変更承認・不

承認決定通知書（様式第４号）により、当該申請者に通知するものとする。  

３ 交付決定者は、補助対象事業を中止しようとするときは、速やかに坂戸

市提案型協働事業中止届出書（様式第５号）を市長に提出しなければなら

ない。 

（完了報告及び補助金の請求） 

第８条 交付決定者は、補助対象事業の完了後１か月以内又は当該年度終了

の日のいずれか早い日までに、坂戸市提案型協働事業完了報告書（様式第

６号）に次に掲げる書類を添付して、市長に提出しなければならない。  

(1) 実施結果報告書 

(2) 収支決算書（領収書の写しを添付） 



(3) その他市長が必要と認める書類 

（補助金の額の確定） 

第９条 市長は、前条の規定による完了報告書の提出があったときは、その

内容を確認し、補助金の交付決定の内容に適合すると認めるときは、交付

すべき補助金の額を確定し、坂戸市提案型協働事業補助金確定通知書（様

式第７号）により、当該交付決定者に通知するものとする。 

（補助金の交付） 

第１０条 前条の規定による補助金確定通知を受けた交付決定者は、速やか

に坂戸市提案型協働事業補助金交付請求書（様式第８号）を市長に提出し

なければならない。  

２ 市長は、前項の規定による請求書の提出があったときは、速やかに補助

金を交付するものとする。  

（補助金の交付決定の取消し及び返還） 

第１１条 市長は、交付決定者が偽りその他不正な手段により補助金の交付

を受けたことが判明したときは、補助金の交付決定を取り消し、既に交付

した補助金については、その全部又は一部を返還させることができる。 

（書類の整備等） 

第１２条 補助金の交付を受けた交付決定者は、補助対象事業に係る収入、

支出等を明らかにした帳簿を備え、かつ、当該収入、支出等についての書

類を整備し、当該補助対象事業の完了の日の属する会計年度の翌会計年度

から５年間保管しなければならない。  

（委任） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この告示は、平成２６年４月１日から施行する。 

 


